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マス・メディアによる名誉毀損を念頭に「公的関心事の公表（Publication 
















切の責任追及を遮断する絶対的特権 absolute privilege と，問題の名誉毀
損的言明の公表者と受領者との間に当該言明をやりとりする利益・義務が














v Times Newspapers ［1999］ 4 All E.R. 609）で判例上確立されたいわ
ゆる「レイノルズ特権」に由来する。この事件は，元アイルランド首相











































































成果として “Free Speech Is Not for Sale” というパンフレットが2009年
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に公刊され，報道機関等に対する名誉毀損の免責の可能性を広げるため
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